
◆ 総括表　

備   考

29,129,300千円 183,600千円 29,312,900千円 第3号

12,740,000千円 0千円 12,740,000千円 第1号

3,111,000千円 0千円 3,111,000千円 第1号

258,000千円 0千円 258,000千円 第1号

3,499,000千円 2,000千円 3,501,000千円 第1号

53,678,318千円 185,600千円 53,863,918千円

◆ 一般会計の主な内容　

【歳入】
○ 国庫支出金 184,304 千円

・国民健康保険保険基盤安定負担金　12,906千円

・保育所児童運営費負担金　38,000千円

・子ども・子育て支援交付金　33,926千円

・生活扶助費等負担金　48,265千円

・選挙人名簿システム改修費補助金  763千円

・地域経済循環創造事業交付金 50,000千円

・国民年金事務費委託金 444千円

　国民健康保険事業特別会計（事業勘定）

会        計       名 補正前予算額 補正額 補正後予算額

　一 般 会 計  

　公共下水道事業特別会計

　特定環境保全公共下水道事業特別会計

　水道事業会計

総         計

平成27年度 12月補正予算の概要 〔第6回市議会（12/1）提出〕

予算編成過程の公開



○ 県支出金 △ 3,234 千円

・国民健康保険保険基盤安定負担金　21,810千円

・保育所児童運営費負担金　19,000千円

・清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金　1,000千円

・児童福祉等対策事業費補助金　△34,418千円

・保育士等処遇改善臨時特例事業補助金　△12,732千円

・機構集積協力金交付事業費補助金　2,106千円

○ 諸収入 2,530 千円

・キッズクラブ保護者負担金　2,275千円

・キッズクラブ傷害保険保護者負担金　255千円

【歳出】　　　

○ 人件費 △ 46,137千円

・人事異動及び退職に伴う職員給与の補正

○ 基金積立事業 86,411千円

・公共施設整備基金積立金

○ 過誤納金還付金 19,259千円

・固定資産税・都市計画税の住宅用地特例漏れによる過誤納金還付

○ 戸籍住民登録事業 2,919千円

・個人番号通知カードの再送費用等

○ 選挙一般経費 1,527千円

・選挙権年齢引き下げに伴う選挙人名簿システムの改修

○ 岐阜県議会議員選挙執行経費 △ 2,715千円

・期日前投票所事務従事にかかる人件費等の不用に伴う減額調整

○ 市議会議員選挙執行経費 △ 11,684千円

・当初見込みより立候補者数が少なかったことに伴う公費負担等の減額調整



○ 他会計繰出金（国民健康保険事業特別会計） 38,335千円

・軽減判定所得の拡充に伴う該当世帯増減による繰出金の増額

○ 国民年金一般経費 444千円

・免除申請様式の変更に伴うシステム改修

○ すくすくきっずネットワーク事業 500千円

・絆る～むへの木材を利用した遊具購入

○ 私立保育園等保育促進事業 48,075千円

・子ども・子育て新制度への移行による調整及び入園児童数増による保育園運営費負担金の増額調整

○ 児童センター管理運営事業 500千円

・兼山児童館への木材を利用した遊具購入及び壁の改修

○ キッズクラブ運営事業 15,650千円

・キッズクラブへの入室希望者増に対応するための指導員の配置増

○ 生活保護扶助事業 64,354千円

・対象者増に伴う教育扶助、介護扶助、医療扶助の増額

○ 農業振興一般経費 2,106千円

・機構集積協力金（地域集積協力金 1,334千円、経営転換協力金 400千円、耕作者集積協力金 372千円）の増額

○ 企業誘致対策経費 16,000千円

・事業所等設置奨励金の増額

○ ブランド化推進事業 50,000千円

・地域経済循環創造事業補助金の交付

○ 他会計繰出金 △ 101,944千円

・公共下水道事業特別会計繰出金及び特定環境保全公共下水道事業特別会計繰出金の確定による減額調整



☆ 公共施設整備基金の状況

・ 平成26年度末 現在高 3,604,508 千円

・ 平成27年度 積立額 569,985 千円 （9月補正で+476,574千円、12月補正で+86,411千円を補正、利子7,000千円）

・ 平成27年度末 現在高見込み　　 4,174,493 千円

★債務負担行為　　　

・ 41,100 千円

・ 30,000 千円

・ 162,000 千円

・ 144,800 千円

・ 50,800 千円

・ 204,500 千円

・ 2,270,000 千円

◆ 国民健康保険事業特別会計(事業勘定)の主な内容　

【歳入】　　　
○ 国民健康保険税 △ 105,296千円

○ 療養給付費交付金 △ 256,818千円

○ 前期高齢者交付金 △ 380千円

○ 繰入金 千円

・一般会計繰入金　38,335千円

・国民健康保険基金繰入金　△200,000千円

○ 繰越金 524,159千円

・繰越金（平成26年度実質収支　617,865千円　-　当初予算　93,706千円）

△ 161,665

市民公益活動センター指定管理料（H27～H32)

障がい者通所施設ふれあいの里可児指定管理料（H27～H32)

老人福祉センター可児川苑指定管理料（H27～H32)

老人福祉センター福寿苑指定管理料（H27～H32)

老人福祉センターやすらぎ館指定管理料（H27～H32)

児童館指定管理料（H27～H32)

文化創造センター指定管理料（H27～H32）



【歳出】　　　
○ 介護納付金 △ 13,300千円

○ 償還金 82,290千円

・国庫等精算金

○ 予備費 △ 68,990千円

◆ 公共下水道事業特別会計の主な内容　

【歳入】　　　
○ 繰入金 △ 50,659千円

・一般会計繰入金

○ 繰越金 50,659千円

・繰越金（平成26年度実質収支　110,659千円　-　当初予算　60,000千円）

◆ 特定環境保全公共下水道事業特別会計の主な内容　

【歳入】　　　
○ 繰入金 △ 51,285千円

・一般会計繰入金

○ 繰越金 51,285千円

・繰越金（平成26年度実質収支　54,285千円　-　当初予算　3,000千円）



◆ 水道事業会計の主な内容　

【収益的支出】　　　
○ 営業費用 △ 2,093千円

・給料△640千円、手当等△1,146千円、法定福利費△307千円

【資本的支出】　　　
○ 建設改良費 4,093千円

・給料1,967千円、手当等1,615千円、法定福利費511千円



【一般会計　第3号】  （単位：千円）

特定財源 一般財源

1 議会費 294,167 △ 209 △ 209 293,958 0 △ 209

1 議会費 294,167 △ 209 △ 209 293,958 0 △ 209

1 議会費 294,167 △ 209 △ 209 293,958 0 △ 209

人件費 54,184 △ 209 △ 209 53,975 0 △ 209 秘書課

2 総務費 3,489,227 △ 103,316 △ 15,468 3,473,759 763 △ 16,231

1 総務管理費 2,779,503 △ 81,946 4,465 2,783,968 0 4,465

1 一般管理費 1,294,187 △ 81,946 △ 81,946 1,212,241 0 △ 81,946

人件費 1,056,012 △ 81,946 △ 81,946 974,066 0 △ 81,946 秘書課

5 財産管理費 706,104 0 86,411 792,515 0 86,411

基金積立事業

財政調整基金・公共施設整備基金などへ元
金・利子を積み立てます。

2 徴税費 391,789 2,406 2,400 394,189 0 2,400

1 税務総務費 241,950 △ 16,859 △ 16,859 225,091 0 △ 16,859

人件費 238,676 △ 16,859 △ 16,859 221,817 0 △ 16,859 秘書課

2 賦課徴収費 149,839 19,265 19,259 169,098 0 19,259

過誤納金還付金

法人市民税、個人市県民税の確定申告・更正
や、固定資産税等の税額修正、課税取消によ
る過年度分還付のほか、配当割額・株式等譲
渡所得割額の個人市県民税での還付を行い
ます。

3 戸籍住民基本台帳費 182,708 △ 9,156 △ 9,156 173,552 0 △ 9,156

1 戸籍住民基本台帳費 182,708 △ 9,156 △ 9,156 173,552 0 △ 9,156

人件費 97,826 △ 12,075 △ 12,075 85,751 0 △ 12,075 秘書課

戸籍住民登録事業

住民基本台帳事務及び戸籍事務を適正に行
うとともに、住民異動・印鑑登録・戸籍届出の
受付・入力処理や各種証明書等の交付をしま
す。

過誤納金還付金 7,265
過誤納金返還金 11,994

通信運搬費 2,919

公共施設整備基金積立金 86,411

12 月 補 正 予 算 の 主 な 説 明
補 正 額 （ ｂ ） の 財 源 内 訳

市民課0 2,91984,882 2,919 2,919 87,801

収納課0 19,25940,000 19,265 19,259 59,259

財政課0 86,411502,954 0 86,411 589,365

担 当 課
補正前予算額

（ ａ ）
要 求 額

補 正 額
（ ｂ ）

補正後予算額
（ ａ + ｂ ）

款 項 目 事 業 名 及 び 事 業 内 容



特定財源 一般財源
12 月 補 正 予 算 の 主 な 説 明

補 正 額 （ ｂ ） の 財 源 内 訳
担 当 課

補正前予算額
（ ａ ）

要 求 額
補 正 額
（ ｂ ）

補正後予算額
（ ａ + ｂ ）

款 項 目 事 業 名 及 び 事 業 内 容

2 4 選挙費 70,815 △ 14,315 △ 12,872 57,943 763 △ 13,635

1 選挙管理委員会費 2,765 1,527 1,527 4,292 763 764

選挙一般経費

選挙管理委員会の運営、管理、選挙人名簿
の管理等を行います。

2 岐阜県議会議員選挙費 20,600 △ 3,773 △ 2,715 17,885 0 △ 2,715

岐阜県議会議員選挙執行経費

平成27年4月29日任期満了による岐阜県議会
議員選挙を行います。

3 市議会議員選挙費 47,450 △ 12,069 △ 11,684 35,766 0 △ 11,684

市議会議員選挙執行経費

平成27年8月10日任期満了による可児市議会
議員選挙を行います。

6 監査委員費 30,267 △ 305 △ 305 29,962 0 △ 305

1 監査委員費 30,267 △ 305 △ 305 29,962 0 △ 305

人件費 28,467 △ 305 △ 305 28,162 0 △ 305 秘書課

3 民生費 9,937,294 155,096 153,269 10,090,563 130,731 22,538

1 社会福祉費 5,467,315 44,526 42,699 5,510,014 35,160 7,539

1 社会福祉総務費 908,428 49,325 47,498 955,926 34,716 12,782

人件費 197,960 9,163 9,163 207,123 0 9,163 秘書課

他会計繰出金

国民健康保険の安定した財政運営のため、
法律等で定められた負担分、事務費、出産育
児一時金等を一般会計から繰り出します。

2 老人福祉費 1,103,549 6,632 6,632 1,110,181 0 6,632

人件費 196,989 6,632 6,632 203,621 0 6,632 秘書課

8 福祉センター費 47,385 △ 11,546 △ 11,546 35,839 0 △ 11,546

人件費 25,259 △ 11,546 △ 11,546 13,713 0 △ 11,546 秘書課

国民健康保険事業特別会計（事業勘定）
繰出金 38,335
特）社会福祉費国庫負担金 12,906
特）社会福祉費県負担金 21,810

選挙人名簿システム改修業務委託料 1,527
特）選挙費国庫補助金 763

職員手当等 △1,631
臨時職員賃金 △478
手数料 △606

職員手当等 △2,123
臨時職員賃金 △474
印刷製本費 △504
通信運搬費 △1,474
選挙公営補助金 △6,053

国保年金課34,716 3,619629,008 40,162 38,335 667,343

選挙管理委員会
事務局0 △ 11,68447,450 △ 12,069 △ 11,684 35,766

選挙管理委員会
事務局

0 △ 2,71520,600 △ 3,773 △ 2,715 17,885

選挙管理委員会
事務局763 7642,765 1,527 1,527 4,292



特定財源 一般財源
12 月 補 正 予 算 の 主 な 説 明

補 正 額 （ ｂ ） の 財 源 内 訳
担 当 課

補正前予算額
（ ａ ）

要 求 額
補 正 額
（ ｂ ）

補正後予算額
（ ａ + ｂ ）

款 項 目 事 業 名 及 び 事 業 内 容

3 1 9 国民年金事務費 31,628 115 115 31,743 444 △ 329

人件費 27,629 △ 329 △ 329 27,300 0 △ 329 秘書課

国民年金一般経費

国民年金に関する窓口相談や各種届出・申
請に係る費用です。

2 児童福祉費 3,967,960 52,066 52,066 4,020,026 47,306 4,760

1 児童福祉総務費 519,774 1,128 1,128 520,902 500 628

人件費 105,370 628 628 105,998 0 628 秘書課

ファミリーサポートセンター事業

用事等により一時的に子どもの世話ができな
い場合、援助を受けたい人と援助を行いたい
人がお互い会員になって、子育て支援を行う
会員組織であるファミリーサポートセンターを
運営します。

すくすくきっずネットワーク事業

常設の子育てサロン”絆（きっずな）るーむ”の
運営と、地域子育て支援センターの運営支
援、市の子育て支援をまとめたガイドブックや
毎月の子育て情報紙の発行などを行います。
また、育児不安の軽減と虐待防止を図るため
乳幼児親支援講座を実施します。

こんにちは赤ちゃん事業

訪問員（スマイルママ）が、生後4か月までの
第2子以降の乳児のいる家庭を訪問し、簡易
な発育測定を行うほか、母子保健事業、子育
て支援事業等を紹介するとともに、保護者の
育児相談に応じます。

家庭相談事業

児童の養育問題や女性保護などに関する家
庭相談を行い、関係機関による支援を図りま
す。

木製備品等購入費 500
特）児童福祉費国庫補助金 3,850
特）児童福祉費県補助金 △3,350

特）児童福祉費国庫補助金 225
特）児童福祉費県補助金 △225

特）児童福祉費国庫補助金 1,000
特）児童福祉費県補助金 △1,000

電算事務委託料 444
特）社会福祉費国庫委託金 444

特）児童福祉費国庫補助金 499
特）児童福祉費県補助金 △499

こども課0 011,915 0 0 11,915

こども課0 0900 0 0 900

こども課500 019,272 500 500 19,772

こども課0 02,015 0 0 2,015

国保年金課444 03,999 444 444 4,443



特定財源 一般財源
12 月 補 正 予 算 の 主 な 説 明

補 正 額 （ ｂ ） の 財 源 内 訳
担 当 課

補正前予算額
（ ａ ）

要 求 額
補 正 額
（ ｂ ）

補正後予算額
（ ａ + ｂ ）

款 項 目 事 業 名 及 び 事 業 内 容

3 2 2 児童運営費 2,748,723 48,075 48,075 2,796,798 35,053 13,022

私立保育園等保育促進事業

私立保育園等において、充実した保育を実施
するため、運営費や延長保育等の特別保育
に係る補助金を交付します。

3 児童館費 38,270 500 500 38,770 500 0

児童センター管理運営事業

子どもたちの健全育成と子育て家庭の支援を
目的に、遊びや運動、学びの提供、利用者同
士の交流、子どもと地域との交流を促進し、子
ども達の健全育成を推進します。また、気軽
に相談できる子育て相談員（子育てパート
ナー）を配し、日常的な相談をはじめ、親子教
室等も開催し、子育て家庭の悩みやストレス
の解消を図ります。

4 保育園費 397,198 △ 13,582 △ 13,582 383,616 0 △ 13,582

人件費 182,944 △ 13,582 △ 13,582 169,362 0 △ 13,582 秘書課

5 学童保育費 92,089 15,650 15,650 107,739 11,253 4,397

キッズクラブ運営事業

保護者の就労により、留守家庭となる児童を
預かり保育するキッズクラブを、市内小学校
11校16クラブで運営します。また、キッズクラ
ブを地域の方々と児童との交流の場として、
子ども達が地域社会の中で、心豊かで健やか
に育まれる環境づくりを推進していくことを目
的とし、ボランティアの方々が気軽に参加でき
る体制を整えます。

6 こども発達支援センター費 120,011 295 295 120,306 0 295

人件費 94,525 295 295 94,820 0 295 秘書課

木製設備設置工事費等 500
特）児童福祉費県補助金 500

臨時職員賃金 15,650
特）児童福祉費国庫補助金 16,341
特）児童福祉費県補助金 △7,618
特）民生費雑入 2,530

保育園児童運営費負担金 54,000
地域型保育給付費負担金 20,000
障がい児保育事業費補助金 1,254
延長保育対策事業費補助金 △22,104
低年齢児年度途中受入促進事業補助金 1,642
休日保育事業費補助金 △1,351
病児保育事業費補助金 8,435
保育士等処遇改善臨時特例事業補助金 △13,801
特）児童福祉費国庫負担金 38,000
特）児童福祉費国庫補助金 12,011
特）児童福祉費県負担金 19,000
特）児童福祉費県補助金 △33,958

こども課11,253 4,39792,089 15,650 15,650 107,739

こども課500 038,070 500 500 38,570

こども課35,053 13,022901,426 48,075 48,075 949,501



特定財源 一般財源
12 月 補 正 予 算 の 主 な 説 明

補 正 額 （ ｂ ） の 財 源 内 訳
担 当 課

補正前予算額
（ ａ ）

要 求 額
補 正 額
（ ｂ ）

補正後予算額
（ ａ + ｂ ）

款 項 目 事 業 名 及 び 事 業 内 容

3 3 生活保護費 501,719 58,504 58,504 560,223 48,265 10,239

1 生活保護総務費 45,797 △ 5,850 △ 5,850 39,947 0 △ 5,850

人件費 40,344 △ 5,850 △ 5,850 34,494 0 △ 5,850 秘書課

2 扶助費 455,922 64,354 64,354 520,276 48,265 16,089

生活保護扶助事業

生活保護受給者に対して、必要な保護費を支
給するとともに自立の助長を行います。

4 衛生費 2,447,967 7,569 7,569 2,455,536 0 7,569

1 保健衛生費 913,399 7,569 7,569 920,968 0 7,569

1 保健衛生総務費 124,298 △ 5,630 △ 5,630 118,668 0 △ 5,630

人件費 50,461 △ 5,630 △ 5,630 44,831 0 △ 5,630 秘書課

3 保健指導費 353,245 12,938 12,938 366,183 0 12,938

人件費 92,448 12,938 12,938 105,386 0 12,938 秘書課

4 環境衛生費 131,267 261 261 131,528 0 261

人件費 96,097 261 261 96,358 0 261 秘書課

6 農林水産業費 530,635 2,120 2,120 532,755 2,106 14

1 農業費 501,925 2,150 2,150 504,075 2,106 44

1 農業委員会費 48,535 345 345 48,880 0 345

人件費 37,000 345 345 37,345 0 345 秘書課

2 農業総務費 89,894 △ 301 △ 301 89,593 0 △ 301

人件費 62,317 △ 301 △ 301 62,016 0 △ 301 秘書課

3 農業振興費 38,401 2,106 2,106 40,507 2,106 0

農業振興一般経費

農業振興のため各種農業団体の取り組みを
支援します。農業振興地域整備計画を策定し
ます。

2 林業費 28,579 △ 30 △ 30 28,549 0 △ 30

1 林業振興費 23,199 △ 30 △ 30 23,169 0 △ 30

人件費 9,853 △ 30 △ 30 9,823 0 △ 30 秘書課

農地中間管理事業機構集積協力金 2,106
特）農業費県補助金 2,106

教育扶助費 204
介護扶助費 4,126
医療扶助費 60,024
特）生活保護費国庫負担金 48,265

産業振興課2,106 024,005 2,106 2,106 26,111

福祉課48,265 16,089455,922 64,354 64,354 520,276



特定財源 一般財源
12 月 補 正 予 算 の 主 な 説 明

補 正 額 （ ｂ ） の 財 源 内 訳
担 当 課

補正前予算額
（ ａ ）

要 求 額
補 正 額
（ ｂ ）

補正後予算額
（ ａ + ｂ ）

款 項 目 事 業 名 及 び 事 業 内 容

7 商工費 546,905 106,647 106,647 653,552 50,000 56,647

1 商工費 546,905 106,647 106,647 653,552 50,000 56,647

1 商工総務費 89,095 40,647 40,647 129,742 0 40,647

人件費 85,466 40,647 40,647 126,113 0 40,647 秘書課

2 商工振興費 431,650 66,000 66,000 497,650 50,000 16,000

ブランド化推進事業

様々な経済効果を図るため、地域資源となる
特産品・名産品の創出やブランド化を推進し
ます。

企業誘致対策経費

積極的に産業の振興を促進し、雇用安定と市
民所得向上による地域経済の活性化を図る
ため、市内に事業所等を設置する企業に対し
奨励金を交付します。

8 土木費 4,491,800 △ 72,840 △ 72,840 4,418,960 0 △ 72,840

1 土木管理費 178,881 4,634 4,634 183,515 0 4,634

1 土木総務費 178,881 4,634 4,634 183,515 0 4,634

人件費 169,697 4,634 4,634 174,331 0 4,634 秘書課

4 都市計画費 2,845,269 △ 67,865 △ 67,865 2,777,404 0 △ 67,865

1 都市計画総務費 249,058 34,079 34,079 283,137 0 34,079

人件費 203,131 34,079 34,079 237,210 0 34,079 秘書課

3 公共下水道費 1,611,496 △ 101,944 △ 101,944 1,509,552 0 △ 101,944

他会計繰出金

公共下水道事業特別会計及び特定環境保全
公共下水道事業特別会計への繰出金です。

5 住宅費 190,432 △ 9,609 △ 9,609 180,823 0 △ 9,609

1 住宅管理費 190,432 △ 9,609 △ 9,609 180,823 0 △ 9,609

人件費 73,417 △ 9,609 △ 9,609 63,808 0 △ 9,609 秘書課

公共下水道事業特別会計繰出金 △50,659
特定環境保全公共下水道事業特別会計
繰出金 △51,285

事業所等設置奨励金 16,000

地域経済循環創造事業補助金 50,000
特）商工費国庫補助金 50,000

上下水道料金課0 △ 101,9441,609,939 △ 101,944 △ 101,944 1,507,995

経済政策課0 16,000302,323 16,000 16,000 318,323

経済政策課50,000 02,660 50,000 50,000 52,660



特定財源 一般財源
12 月 補 正 予 算 の 主 な 説 明

補 正 額 （ ｂ ） の 財 源 内 訳
担 当 課

補正前予算額
（ ａ ）

要 求 額
補 正 額
（ ｂ ）

補正後予算額
（ ａ + ｂ ）

款 項 目 事 業 名 及 び 事 業 内 容

9 消防費 1,081,075 △ 4,824 △ 4,824 1,076,251 0 △ 4,824

1 消防費 1,081,075 △ 4,824 △ 4,824 1,076,251 0 △ 4,824

2 非常備消防費 128,570 △ 4,824 △ 4,824 123,746 0 △ 4,824

人件費 60,924 △ 4,824 △ 4,824 56,100 0 △ 4,824 秘書課

10 教育費 4,234,831 7,810 7,336 4,242,167 0 7,336

1 教育総務費 428,627 △ 8,724 △ 8,724 419,903 0 △ 8,724

2 事務局費 410,812 △ 8,724 △ 8,724 402,088 0 △ 8,724

人件費 181,509 △ 8,724 △ 8,724 172,785 0 △ 8,724 秘書課

3 中学校費 190,956 △ 88 △ 88 190,868 0 △ 88

1 学校管理費 132,100 △ 88 △ 88 132,012 0 △ 88

人件費 5,418 △ 88 △ 88 5,330 0 △ 88 秘書課

4 幼稚園費 274,184 1,055 1,055 275,239 0 1,055

1 幼稚園費 274,184 1,055 1,055 275,239 0 1,055

人件費 45,259 1,055 1,055 46,314 0 1,055 秘書課

5 社会教育費 1,270,200 14,741 14,741 1,284,941 0 14,741

1 社会教育総務費 215,094 15,485 15,485 230,579 0 15,485

人件費 213,893 15,485 15,485 229,378 0 15,485 秘書課

5 図書館費 142,255 △ 744 △ 744 141,511 0 △ 744

人件費 62,699 △ 744 △ 744 61,955 0 △ 744 秘書課

6 保健体育費 1,175,122 826 352 1,175,474 0 352

1 保健体育総務費 127,153 589 589 127,742 0 589

人件費 55,668 589 589 56,257 0 589 秘書課

3 学校給食センター費 768,774 237 △ 237 768,537 0 △ 237

人件費 28,509 237 △ 237 28,272 0 △ 237 秘書課

29,129,300 98,053 183,600 29,312,900 183,600 0合　　　　　　　　　　　計



【国民健康保険事業特別会計（事業勘定）　第1号】 （単位：千円）

特 定 財 源 一 般 財 源

2 保険給付費 7,838,735 0 0 7,838,735 △ 90,306 90,306

1 療養諸費 6,894,855 0 0 6,894,855 △ 76,457 76,457

1 一般被保険者療養給付費 6,476,874 0 0 6,476,874 32,504 △ 32,504

一般被保険者療養給付費

一般被保険者の疾病や負傷の際の医療費を給
付するものです。

2 退職被保険者等療養給付費 313,835 0 0 313,835 △ 107,655 107,655

退職被保険者等療養給付費

退職被保険者等（年金の受けられる65歳未満
の人等）の疾病や負傷の際の医療費を給付す
るものです。

3 一般被保険者療養費 75,371 0 0 75,371 471 △ 471

一般被保険者療養費

一般被保険者が保険医療機関等で治療用補装
具を装着した場合等に給付するものです。

4 退職被保険者等療養費 5,178 0 0 5,178 △ 1,777 1,777

退職被保険者等療養費

退職被保険者等が保険医療機関等で治療用補
装具を装着した場合等に給付するものです。

2 高額療養費 863,744 0 0 863,744 △ 13,849 13,849

1 一般被保険者高額療養費 807,274 0 0 807,274 5,042 △ 5,042

一般被保険者高額療養費

一般被保険者で医療費の自己負担額が高額に
なったとき、自己負担限度額を超えた分を高額
療養費として支給するものです。

2 退職被保険者等高額療養費 55,070 0 0 55,070 △ 18,891 18,891

退職被保険者等高額療養費

退職被保険者等で医療費の自己負担額が高額
になったとき、自己負担限度額を超えた分を高
額療養費として支給するものです。

款 項 目 事 業 名 及 び 事 業 内 容
補 正 額 （ b ） の 財 源 内 訳

12 月 補 正 予 算 の 主 な 説 明 担 当 課
補 正 前 予 算 額

（ ａ ）
要 求 額

補 正 額
（ ｂ ）

補 正 後 予 算 額
（ ａ + ｂ ）

6,476,874 0
特）前期高齢者交付金 △280
特）一般会計繰入金 32,784

国保年金課

313,835 0

0 6,476,874 32,504 △ 32,504

特）療養給付費交付金 △107,655 国保年金課

75,371 0

0 313,835 △ 107,655 107,655

特）前期高齢者交付金 △3
特）一般会計繰入金 474

国保年金課

5,178 0

0 75,371 471 △ 471

特）療養給付費交付金 △1,777 国保年金課0 5,178 △ 1,777 1,777

807,274 0
特）前期高齢者交付金 △35
特）一般会計繰入金 5,077

国保年金課

55,070 0

0 807,274 5,042 △ 5,042

特）療養給付費等交付金 △18,891 国保年金課0 55,070 △ 18,891 18,891

- 9 -



- 10 -

特 定 財 源 一 般 財 源
款 項 目 事 業 名 及 び 事 業 内 容

補 正 額 （ b ） の 財 源 内 訳
12 月 補 正 予 算 の 主 な 説 明 担 当 課

補 正 前 予 算 額
（ ａ ）

要 求 額
補 正 額
（ ｂ ）

補 正 後 予 算 額
（ ａ + ｂ ）

3 後期高齢者支援金等 1,438,994 0 0 1,438,994 △ 128,557 128,557

1 後期高齢者支援金等 1,438,994 0 0 1,438,994 △ 128,557 128,557

1 後期高齢者支援金 1,438,900 0 0 1,438,900 △ 128,557 128,557

後期高齢者支援金

後期高齢者の医療費を国や県、市町村が5割、
後期高齢者が1割、残りの4割を現役世代が「後
期高齢者支援金」として負担するものです。

6 介護納付金 500,845 △ 13,300 △ 13,300 487,545 0 △ 13,300

1 介護納付金 500,845 △ 13,300 △ 13,300 487,545 0 △ 13,300

1 介護納付金 500,845 △ 13,300 △ 13,300 487,545 0 △ 13,300

介護納付金

介護保険の第２号被保険者（40歳～64歳）から
徴収した保険税の一部を、介護保険の運営経
費として納付するものです。

10 諸支出金 6,700 82,290 82,290 88,990 0 82,290

1 償還金及び還付加算金 6,700 82,290 82,290 88,990 0 82,290

3 償還金 100 82,290 82,290 82,390 0 82,290

償還金

国庫支出金や県支出金等の精算金です。

11 予備費 162,762 △ 68,990 △ 68,990 93,772 0 △ 68,990

1 予備費 162,762 △ 68,990 △ 68,990 93,772 0 △ 68,990

1 予備費 162,762 △ 68,990 △ 68,990 93,772 0 △ 68,990

予備費

国民健康保険事業特別会計(事業勘定)の不測
の保険給付等のための予備費です。

12,740,000 0 0 12,740,000 △ 218,863 218,863

1,438,900 0
特）療養給付費等交付金 △128,495
特）前期高齢者交付金 △62

国保年金課0 1,438,900 △ 128,557 128,557

500,845 △ 13,300 介護納付金 △13,300 国保年金課△ 13,300 487,545 0 △ 13,300

100 82,290 国庫等清算金 82,290 国保年金課

162,762 △ 68,990

82,290 82,390 0 82,290

国保年金課

合　　　　　　　　　　　計

△ 68,990 93,772 0 △ 68,990



【水道事業会計　第１号】

○収益的支出 （単位：千円）

特 定 財 源 一 般 財 源

1 水道事業費 2,319,000 △ 2,093 △ 2,093 2,316,907 △ 2,093

1 営業費用 2,183,192 △ 2,093 △ 2,093 2,181,099 0 △ 2,093

2 配水費 143,676 △ 1,000 △ 1,000 142,676 0 △ 1,000

配水池、配水管などの配水設備の維持管理
及び運転に要する費用です。

143,676 △ 1,000 △ 1,000 142,676 0 △ 1,000 人件費 △1,000
上下水道料金課

水道課

3 給水費 45,771 △ 139 △ 139 45,632 0 △ 139

量水器などの給水設備の維持管理に要する
費用です。

45,771 △ 139 △ 139 45,632 0 △ 139 人件費 △139
上下水道料金課

水道課

4 業務費 87,466 570 570 88,036 0 570

料金の調定、集金及び検針業務に要する費
用です。

87,466 570 570 88,036 0 570 人件費 570
上下水道料金課

水道課

5 総係費 48,579 △ 1,524 △ 1,524 47,055 0 △ 1,524

事業活動の全般に関連する費用です。 48,579 △ 1,524 △ 1,524 47,055 0 △ 1,524 人件費 △1,524
上下水道料金課

水道課

○資本的支出

特 定 財 源 一 般 財 源

1 資本的支出 1,180,000 4,093 4,093 1,184,093 0 4,093

1 建設改良費 1,083,071 4,093 4,093 1,087,164 0 4,093

1 事務費 49,671 4,093 4,093 53,764 0 4,093

建設改良事業に係る人件費、事務的経費で
す。

49,671 4,093 4,093 53,764 0 4,093 人件費 4,093
上下水道料金課

水道課

○水道事業会計合計

特 定 財 源 一 般 財 源

3,499,000 2,000 2,000 3,501,000 0 2,000

b の 財 源 内 訳
主 な 説 明

要 求 額
補 正 額
（ ｂ ）

補正後予算額
（ ａ + ｂ ）

b の 財 源 内 訳

担 当 課

合　　　　　　　　　　　計

補正前予算額
（ ａ ）

款 項 目 事 業 名 及 び 事 業 内 容
補正前予算額

（ ａ ）

要 求 額
補 正 額
（ ｂ ）

補正後予算額
（ ａ + ｂ ）

要 求 額
補 正 額
（ ｂ ）

補正後予算額
（ ａ + ｂ ）

担 当 課款 項 目 事 業 名 及 び 事 業 内 容
b の 財 源 内 訳

主 な 説 明
補正前予算額

（ ａ ）


